
栃木市工場用地等活用促進事業実施要綱
（目的）
第１条　この告示は、市内の工場用地等に関する情報を登録し、その情報を提供する栃木市工場用地等活用促進事業（以下「事業」という。）の実施に関し必要な事項を定めることにより、民間資産を活用した企業立地を促進し、もって本市の経済発展及び雇用促進に寄与することを目的とする。
（定義)
第２条　この告示において「工場用地等」とは、市内の工場、倉庫その他産業施設の用に供する目的の土地及び建物をいう。
　（適用上の注意）
第３条　この告示は、事業以外による工場用地等の取引を妨げるものではない。
　（登録の要件）
第４条　工場用地等の事業への登録の要件は、次のとおりとする。
 (1)　おおむね１，０００平方メートル以上の土地であること。
 (2)　所有権その他の権利を有する者全員の同意を得ていること。
 (3)　抵当権等の所有権以外の権利が設定されていないこと、又は設定されている場合は確実に抹消ができること。
 (4)　土地の境界及び建物の所有区分が明確であり、所有権等の権利帰属について争いがないこと。
 (5)　現に競売に付されていないこと。
 (6)　宅地建物取引業を営む者（宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第７７条第３項の規定による届出を行った信託会社及び同条第４項の信託業務を兼営する金融機関を含む。以下「宅地建物取引業者等」という。）に工場用地等の売却又は賃貸の媒介又は代理を依頼している場合には、当該宅地建物取引業者等との契約に違反し、又は違反するおそれのないものであること。
 (7)　売買又は賃貸ができない工場用地等でないこと。
 (8)　法律その他の関係法令（栃木県及び市の条例、規則等を含む。）の規制又は基準に抵触しないこと。
 (9)　所有者又は所有者が属する世帯の世帯員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。
　（登録の申込み）
第５条　事業に工場用地等の登録の申込みをできる者は、次に掲げる者とする。
 (1)　工場用地等の所有者
 (2)　宅地建物取引業者等
２　事業に工場用地等を登録しようとする者は、工場用地等活用促進事業登録申込書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申し込むものとする。
 (1)　案内図、位置図、公図等
 (2)　工場用地等の写真
 (3)　その他市長が必要と認める書類
　（登録の決定）
第６条　市長は、前条第２項の規定による申込みがあったときは、その内容を確認し、適切であると認めるときは、工場用地等活用促進事業登録簿（別記様式第２号。以下「登録簿」という。）に登録するものとする。
２　市長は、事業への登録又は不登録の決定をしたときは、工場用地等活用促進事業登録（不登録）決定通知書（別記様式第３号）により申込者に通知するものとする。
　（登録の変更）
第７条　前条第２項の規定による通知を受けた者（以下「登録者」という。）は、当該登録事項に変更があったときは、工場用地等活用促進事業登録変更届出書（別記様式第４号）により市長に届け出るものとする。
　（登録の取下げ）
第８条　登録者は、登録簿への登録を取りやめるときは、工場用地等活用促進事業登録取下届出書（別記様式第５号）により市長に届け出るものとする。
　（登録の取消し）
第９条　市長は、工場用地等が次の各号のいずれかに該当するときは、登録簿に登録した情報を削除するとともに、工場用地等活用促進事業登録取消通知書（別記様式第６号）を当該登録者に通知するものとする。
 (1)　前条の規定による届出があったとき。
 (2)　登録の要件に該当しなくなったとき。
 (3)　登録内容に虚偽があったとき。
　（情報提供）
第１０条　市長は、登録簿の閲覧、市のホームページにおける公表その他適当と認める方法により事業に登録した工場用地等の情報を提供するものとする。
　（交渉）
第１１条　事業に登録された工場用地等を購入し、又は賃貸しようとする者は、直接登録者と交渉を行うものとする。
　（市の不関与）
第１２条　市は、工場用地等に関する交渉、売買又は賃貸借等の契約に関し、直接これに関与しない。
　（補則）
第１３条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
附　則
この告示は、平成２８年１１月１日から施行する。

